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[全体行程]  

項 目 
Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10年度 

備 考 
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

まちなか再生事業の進捗状況 
計画         

 
実績         

町民の幸福度及び福祉の向上と中心市街地活性

化につながるか 

計画         
 

実績         

Park-PFI はまちなか再生につながるか 
計画         

 
実績         

実現可能な財政計画 
計画         

 
実績         

政策課題名：施策（事業）名： まちなか再生推進事業 

 

Ｒ7年度 

計画・評価 

所管委員会：総務経済常任委員会 

作成年月日：令和 ７年 ６月  日 

【現状】 

●R6 スタートした事業だが、町民への周知、説明

が不足している。また、町民のビジョンへの理

解が充分ではない。 

●具体的なまちなか再生のイメージが見えない 

●Park-PFI がまちなか再生につながるか、不透明 

●実現に向けた、将来の財政計画が明確でない 

 

【目指す姿】 

●生活者、消費者に必要とされる、
まちなか再生。 

●このまちに暮らす町民のため 
●まちなかの「賑わい」、町内外者
が集う場の創出 

【政策目標】 

【目標達成に向けての課題】 
・町の歴史、先人の思い、町民ニーズを踏まえた、実現可能な「芽室町まちな
か再生推進事業」の検証 

・「芽室町まちなか再生」に向け、町民への周知、合意形成がされた上での事
業実施 

・人口減でも元気なまちづくり 
・財政面からみて、実現可能な計画であるかの検証 

【芽室町総合計画との関係／関連するこれまでの議会の取組】 

施策 1-2-1 地域内経済循環の推進と商工業の推進 

 

 

【今年度の計画】 

・かつての「賑わい」新しい「賑わい」が創出される、まちなか再生推進事業とす

るべく調査研究を行う。 

①まちなか再生事業の進捗状況 

②町民の幸福度及び福祉の向上と中心市街地活性化につながるか 

③Park-PFI はまちなか再生につながるか 

④実現可能な財政計画であるか 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[全体行程] 

項 目 
Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10年度 

備 考 
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

町内会活性化補助金制度の効果検証 
計画         

 
実績         

地域担当職員制度の課題抽出と調査研究 
計画         

 
実績         

多様な人材が、地域づくりに関わることができる仕

組みの調査研究 

計画         
 

実績         

地域コミュニティ活性化条例制定に向けた調査研

究 

計画         
 

実績         

政策課題名：町内会等活動支援事業 Ｒ7年度 

計画・評価 

所管委員会：総務経済常任委員会 

作成年月日：令和７年 月  日 

【現状】 

●加入率低下や役員の担い手不足などの課題

がある 

●上記課題解決に向け R7～新規補助事業が

開始 

●地域担当職員制度は、地域と行政のパイプ役

として機能していない 

【目指す姿】 

●町民や町内会が主体的に地域活動を実施

し、町民が主役となった地域づくりを推進する 

●地域担当職員制度が有効に機能し、地域と

行政に地域課題が共有され、協働のまちづく

りを推進する 

【政策目標】 

町民が主役となった地域づくりの推進 

【目標達成に向けての課題】 

・町内会活動活性化に向けた新たな施策の適否 

・地域と行政のパイプ役としての地域担当職員制度の形骸化 

・地域コミュニティを担う多様な人材の発掘と育成 

・地域コミュニティ活性化推進条例の制定 

【芽室町総合計画との関係／関連するこれまでの議会の取組】 

施策 5-1-2 住民自治の実現と地域の活力の維持 

 

【今年度の計画】 

・町民が主役となった地域づくり推進のために、必要な施策が実施されているか、

また有効に機能しているかを調査研究する 

①町内会活性化事業補助金制度の効果検証 

②地域担当職員制度の課題抽出と改善策の調査研究 

（地域担当制は、自治体職員が特定の地域やコミュニティの担当者として住民と

直接関わり、地域課題の解決やまちづくりを支援する制度） 

③多様な人材が、地域づくりに関わることができる仕組みの調査研究 

④地域コミュニティ活性化条例制定に向けた調査研究 



 


